
和泉市公募型指名競争入札実施要綱 

（平成１９年１月１０日制定） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が発注する建設工事の請負契約に係る指名競争入札に関

し、入札参加意欲を指名に反映させることができ、かつ入札契約事務が軽減さ

れる事後資格審査方式の公募型指名競争入札（以下「本入札」という。）を実

施するに当たって、必要な事項を定めるものとする。 

（定義）  

第２条 この要綱において、公募型指名競争入札とは、対象となる建設工事の発

注に際し、必要な条件を付して入札参加者を募り、その条件に適合する者の中

から入札参加者を指名する競争入札方式である。 

２ この要綱において、事後資格審査方式とは、前項の規定により募った全ての

参加者に係る入札前に行う資格審査を一部簡略化し、落札候補者のみ詳細資

格審査を行うものである。 

（対象工事） 

第３条 本入札の対象となる建設工事（以下「対象工事」という。）は、和泉市

建設工事業者格付要綱（平成１８年５月２３日制定）第２条で定める、土木一

式工事、建築一式工事、電気工事、管工事、造園工事及び舗装工事並びに建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２条で定める解体工事とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、本入札の対象としない。 

（１）発注する工事等が緊急を要するもの 

（２）専門性を有する等により、発注する工事等を施工・履行できる者が限ら

れているもの 

（３）前２号に掲げるもののほか、本入札で行うことが適切でないと認められ

るもの 

（入札参加資格及び資格審査の時期） 

第４条 対象工事の指名を希望する業者（以下「指名希望業者」という。）は、

対象工事の入札参加申請時において、次に定める要件をすべて満たさなけれ

ばならない。 

（１）第５条第１号から第６号の失格要件に非該当であること。 

（２）市内業者・準市内業者の認定基準（平成１９年１１月１９日制定）に規

定する市内業者又は準市内業者であること。 

（３）対象工事の業種に適合した、和泉市建設工事業者格付要綱に基づく等級

格付けがなされていること。 

（４）申請日時点で、和泉市入札参加有資格業者指名停止要綱（平成１７年４



月２８日制定）に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（５）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づく主任技

術者又は監理技術者（以下「技術者等」という。）を配置できること。 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が別に資格要件を定めたときは、そ  

の要件を満たすこと。 

２ 市が行う資格審査は、次の時期に行うものとする。 

（１）申請受付時に行う事前資格審査は、前項第１号から第４号に定める項目

とし、同時に第５号の技術者等の配置状況の確認を行うものとする。 

（２）入札執行後に行う事後資格審査は、前項第５号及び第６号に定める項目

とする。 

（失格要件） 

第５条 前条第２項第１号の規定に基づき申請受付を完了した業者又は第１１

条の規定による指名を受けた業者が、次の各号のいずれかに該当した場

合は失格とし、対象工事の入札に参加できないものとする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当する者 

（２）対象工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人 

事面において関係のある者 

（３）行政機関からの情報により請負者の下請契約関係が不適当であると認め

られる者 

（４）警察当局から、暴力団が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準

ずる者として、公共工事からの排除要請があり、当該状態が継続している

など請負者として不適当と認められる者及び和泉市契約関係暴力団排除

措置要綱（平成２４年６月１日制定）に基づく入札等除外者 

（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項又は第２項の

規定による再生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされてい

る者（同法第３３条第１項の再生手続開始の決定を受け、かつ、和泉市入

札参加有資格業者の再認定がなされた者を除く。）、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更正手続開始

の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第４１条第１項

の更正手続開始の決定を受け、かつ、和泉市入札参加有資格業者の再認定

がなされた者を除く。） 

（６）賃金不払いに関する労働者等からの通報があり、当該状態が継続してい

るなど、請負者として不適当と認められる者 

（７）対象工事の申請日から入札日までの間に、和泉市入札参加有資格業者指

名停止要綱に基づく指名停止措置を受けた者 



（準市内業者の受注制限） 

第６条 準市内業者の年間受注件数（６月１日から翌年５月３１日まで）は、 

各等級区分につき 1件までとする。ただし、各等級区分で格付けされた登録業

者数が２０者に満たない等級区分については、本条の規定を適用しない。 

（対象工事の公表） 

第７条 本入札を実施しようとするときは、期日前少なくとも５日までに次に

掲げる事項を公表するものとする。ただし、緊急やむを得ない事由があるとき

は、その期日を３日までに短縮することができる。 

（１） 工事種別、応募可能な等級格付け 

（２） 工事名 

（３） 工事場所 

（４） 工事概要 

（５） 工期 

（６） 対象工事の設計業者 

（７） 入札日時 

（８） 設計価格 

（９） 最低制限価格設定の有無 

（１０）申込み期間 

（１１）その他入札に際し必要な事項 

２ 前項の公表は、原則として水曜日（その日が和泉市の休日を定める条例（平

成２年和泉市条例第１２号）第２条に規定する休日（以下「休日」という。）

に当たるときには、その翌日以降で休日でない日）に契約担当課の窓口に提示

及び市ホームページ等に掲載する方法により行うものとする。 

（申込み） 

第８条 指名希望業者は、前条第１項第１０号に定める期間内に、公募型指名競

争入札参加申請書（様式第１号）を市の発注する入札業務を執行するための情

報処理システム（以下「電子入札システム」という。）により市長に提出する

ものとする。 

（受注可能件数の確認） 

第９条 指名希望業者は、同日に同一業種で複数の入札が行われる場合、公募型

指名競争入札参加申請書（様式第１号）によって、受注が可能な件数（以下「受

注可能件数」という。）を申告するものとする。 

２ 指名希望業者は、前項で申告した受注可能件数を変更する場合は、原則、入

札日の前日までに申し出なければならない。 

（業者指名） 

第１０条 第８条の申請を行った業者（以下「入札参加申請者」という。）につ



いて、第４条の入札参加資格を満たさない業者及び第５条の入札に参加でき

ない者を除き、原則として、全ての業者を指名するものとする。この場合にお

いて、入札参加申請者が１業者のときも、入札金額に影響のない入札方式であ

ることから、有効に取り扱うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、和泉市建設工事請負業者指名委員会による資格

審査が必要な工事については、同委員会の資格審査に付すものとする。 

（指名・非指名通知） 

第１１条 市長は、対象工事の入札参加者の指名又は非指名を決定したときは、

速やかに、その結果を入札参加申請者に通知するものとする。なお、非指名の

者には、理由を付した非指名通知書（様式第２号）により郵送等で通知（電子

入札の場合はシステムにより通知）するものとする。 

２ 前項で指名を決定した入札参加申請者（以下「入札指名業者」という。）へ

の通知は、電子入札システムで行うものとする。 

（設計図書等の配布） 

第１２条 本入札に係る設計図書等の配付は入札指名業者が、電子入札システ

ムからダウンロードする方法により行うものとする。 

（入札の順番等） 

第１３条 同日に複数の入札を執行する場合は、業種ごとに取りまとめて行う。 

２ 入札の順番は、業種ごとに設計金額の高いものから順に執行する。 

（落札候補者の決定） 

第１４条 市長は、本入札において開札後、有効な入札のうち、入札比較価格及

び入札最低制限価格の範囲内で最も低い価格（以下「最低価格」という。）で

入札した者を落札候補者と決定する。 

２ 最低価格を提示した者が２者以上あるときは、和泉市電子入札運用基準（令

和３年１２月３日制定）の定めによるくじ機能により落札候補者を決定する。 

３ 第１項、前項及び次条の規定は、第９条で申告のあった受注可能件数の範囲

で行うものとし、申告のあった受注可能件数に達した場合は、その者の以降の

入札は開札せず無効とする。 

（落札候補者の順位付けの決定） 

第１５条 市長は、本入札において開札後、前条の規定により落札候補者を決定

し、落札候補者の以降の順位付けを第５順位まで決定する。 

２ 落札候補者の順位付けは、価格が低い順とする。 

３ 入札参加者の数が５に満たない場合は、全者を順位付けるものとする。 

４ 最低価格以外で同じ価格で入札した者については、開札の際には抽選を行

わず同順位とする。 

 



（入札の順位付けの特例措置） 

第１６条 同日に同一業種で複数の入札が行われ、先の入札で落札候補者とな

った者（以下「落札済業者」という。）がいた場合の、以後の入札に係る取り

扱いは、次の各号のとおりとする。 

（１）同じ価格で、落札済業者と落札済業者以外の者（以下「未落札業者」とい

う。）の入札があった場合は、未落札業者を上位とし、落札済業者は次順位と

する。 

（２）３件以上の入札執行により、落札済業者が２者以上ある場合で、落札済業

者が同じ価格で入札した場合の落札済業者間の順位付けは、落札候補者とな

った回数が同じ者の中で先に落札候補者となった順とする。 

（入札参加資格確認書類の提出） 

第１７条 落札候補者は、落札候補者に係る事後資格審査申請書（様式第３号。

以下「審査申請書」という。）を落札候補者となった日の翌日（翌日が休日の

ときは、翌日以降の初めての休日でない日）の正午までに提出しなければなら

ない。 

２ 落札候補者から前項の期限までに審査申請書の提出がなかったとき又は落

札候補者が入札参加資格を有しないと認められるときは、第１５条の規定に

より順位付けられた次順位の者を落札候補者とし、次順位の者は審査申請書

を市が指定した日時までに提出しなければならない。 

３ 前項の次順位の者が、第１５条第４項の規定により複数いる場合、市の指定

する日時に、和泉市指名競争入札に係るくじによる落札者の決定手続に関す

る事務処理要領（平成２９年５月１６日制定）に準じてくじを行い、落札候補

者を決定する。 

（事後資格審査） 

第１８条 市長は、前条の規定により提出された配置する技術者について、受注

案件の業種に対応する資格者であるか資格審査を行う。この場合において、同

日に行われた入札における事後資格審査については、入札が行われた順番に

より行うものとする。 

（落札者の決定） 

第１９条 事後資格審査の結果、落札候補者が契約資格を有すると認められる

ときは、当該落札候補者を落札者とする。 

２ 落札候補者から第１７条に規定する書類の提出がなかったとき又は事後資

格審査の結果、落札候補者が契約資格を有しないと認められるときは、当該落

札候補者の入札を無効とし、第１５条の規定に基づき順位付けた次順位の者

を落札候補者とし、落札者が決定するまで第１７条からこの条までの手続を

行うものとする。 



３ 市長は、落札候補者を落札者としたときは、落札者決定通知書（様式第４号）

により当該落札者に通知するものとする。 

（入札結果の公表） 

第２０条 市長は、入札執行後、速やかに契約担当課の窓口及び市ホームページ

等において、開札状況等（入札参加者名、入札金額、落札候補者、抽選順位等）

を公表するものとする。 

２ 市長は、事後資格審査を経て落札者が決定したときは、速やかに契約担当課

の窓口及び市ホームページ等において入札結果（落札者等）を公表するものと

する。 

（システムを利用できない場合の取扱い） 

第２１条 電子入札システムによる手続きの開始後、電子入札システムの障害

等により、入札の続行が困難な事由が生じた場合は、前各条の規定にかかわら

ず、電子入札システムにおける入札は中止し、電子入札システム以外の方法で

入札を行うことができる。 

２ 障害等により、電子入札システムにより入札手続きができない期間に、入札

手続きを行う必要がある案件については、前各条の規定にかかわらず、電子入

札システム以外の方法で入札を行うことができる。 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、本入札について必要な事項は、市長が

別に定める。 



   附 則 

この訓令は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２０年６月３０日） 

 この訓令は、令達の日から施行する。 

   附 則（平成２０年８月１８日） 

 この訓令は、令達の日から施行する。 

   附 則（平成２４年４月１０日） 

 この訓令は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２４年５月２８日） 

 この訓令は、平成２４年６月１日から施行する。 

   附 則（平成２４年１１月５日） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

    附 則（平成２５年３月２７日） 

 この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２７日） 

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年８月７日） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（平成３１年４月１日） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（令和元年１２月４日） 

この訓令は、令和２年６月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（令和３年９月３日） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（令和３年１２月８日） 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年４月２０日） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（令和４年６月２８日） 

この訓令は、令達の日から施行する。 

附 則（令和４年１２月２８日） 

この訓令は、令和５年１月１日から施行する。 



様式第１号（第８条関係） 

 

公募型指名競争入札参加申請書 

                          

 和泉市長 あて 

 

申込者 所 在 地 

                  商号又は名称 

                  代表者職・氏名            

                       

和泉市公募型指名競争入札実施要綱の要件及び下記項目内容を全て満たして

いることを誓約して、競争入札に参加を申請します。 

 

 

工事名                     

  
（確認欄）   

□ 自社は、当該等級に対応の等級に格付けされている    

□ 当該業種に対応の技術者の配置が可能である       

□ 落札候補者となった場合、市指定の日時までに、落札候補者に係る事後資格 

審査申請書（様式第 3 号）を提出する       

□  上記工事と同日に行われる同業種の入札について確認し、下記のとおり受注可

能件数を申請する 

 

受注可能件数   件 

 

 ※受注可能件数について（第９条関係） 

  ・件数は、同日に行われる同業種の入札件数を上限として記入してください 

  ・入札までに受注可能件数に変更が生じた場合、入札日の前日までに市に申し出てくだ

さい 

  ・落札候補者となった回数が受注可能件数に達した場合、以降の入札は「無効」と 

なります 

 

なお、上記工事を落札したときは、下記の会社等で履行保証（保険）契約を結ぶ予定

であることをお届けします。 

 併せて、手続きに時間がかかっている場合、市が契約相手先に問合せすることを承諾

します。 

 

 会社名等                  連絡先             



様式第２号（第１１条関係） 

年  月  日 

 

 

様 

 

和泉市長       

 

非 指 名 通 知 書 

 

     年  月  日付けで入札参加申請のありました下記の工事に係る

公募型指名競争入札については、下記の理由により非指名となりましたので通

知します。 

 

記 

 

１．工事名  

２．非指名理由  

 

 

 



様式第３号（第１７条関係） 

年  月  日 

 

落札候補者に係る事後資格審査申請書 

 

和泉市長 あて 

所在地 

商号又は名称 

代表者職・氏名         ㊞ 

 

 

 

 次のとおり落札候補者に係る事後資格審査を申請します。 

 

 

１．工事名                        

 

２．配置する技術者等 

主任技術者又は監理技術者 

氏  名  

資  格  

事務所の専任技術者  専任技術者  ・  それ以外の技術者 

現場代理人 

氏  名  

所属 自社  ・  出向 

所属会社名 

（出向の場合のみ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 配置する主任技術者又は監理技術者については、技術者名簿に登録している技術者を条件とする。 

※ 請負金額が 4,000 万円(建築一式工事は 8,000 万円)以上の場合は、専任の主任技術者を、下請負金額

が 4,500 万円（建築一式工事は 7,000 万円）以上の場合は監理技術者資格者証の交付を受けた専任の

監理技術者を配置すること。 

 
 



様式第４号（第１９条関係） 

年  月  日 

 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者職･氏名              様 

 

 

和泉市長       

 

落札者決定通知書 

 

     年  月  日付けで開札のありました下記の工事の落札者に決定

しましたので通知します。 

 

 

記 

 

１．工事名  

  

 

 

 

  


